
PDF issue: 2024-10-06

租税累進度の計測法

TOYODA, Takashi / 豊田, 敬

(出版者 / Publisher)
法政大学経営学会

(雑誌名 / Journal or Publication Title)
The Hosei journal of business / 経営志林

(巻 / Volume)
28

(号 / Number)
4

(開始ページ / Start Page)
117

(終了ページ / End Page)
126

(発行年 / Year)
1992-01-30
(URL)
https://doi.org/10.15002/00003362



117 

租税累進度の計測法

豊田 敬

の３つであり，初期の代表的論文Musgraveand

Thin（1948）で取り上げられた指標である。

第４節では，所得分布の不平等度の変化によっ

て累進度を計測しようという考え方にたつ要約指

標（summarymeasure）２つを挙げる。その一

つは，実証研究でしばしば使われる再分配係数ｄ

であり，他の一つは，Kakwani（1977）が提案

したのを標準化した指標スである。この２つは，

いずれもジニ係数を適用したものであるが，いか

なる意味の累進度を測っているのか暖昧である等，

いくつかの難点をもっている。

しかしながら，これらの難点を解消させるよう

な解釈は可能である。その事実を指摘することに

よって，再分配係数。と指標スの意味と限界を明

確にするのが，この論考の主要目的である。具体

的には，再分配係数①と指標スとの関係を明示し

て（第６節)，このスとのがそれぞれ，税負担累

進度，残余所得累進度として解釈できるという事

実を示す（第７節）ことがそれにあたる。

第６，７節での議論を展開するためには，ロー

レンツ曲線とジニ係数を，データの形式に対応さ

せて，正確に記述しなければならない。第５節は，

そのための解説であり，従来の説明の仕方とは幾

分異なった記述になっている。

１．はじめに

税制改革が行われる場合，それによって税負担

がどのように変化するのかということが大きな論

点の一つとなる。どういう階層の負担が増えるの

か。負担が減るのはどの階層か。負担率でみると

どう変わるのか。税制改革に伴って政府予算も変

化するとすれば，政府の提供する便益も変わるは

ずである。それなら，受益も考慮したネットの負

担・負担率は最終的にどうなるのか。総合的にみ

て，税制はより累進的になるのか，あるいは逆進

性を強めることになるのか。等々，経済的な側面

に限っても，論点はとどまるところがない。

この論考では，「より累進的」とか「逆進性を

強める」という表現，つまり累進度（累進の度合・

程度）が正確には如何なる概念に基づいていて，

何を意味するのか，そしてそれはどのように計測

されるのか，といったテーマを扱う。実証研究の

手順でいえば，このテーマは，分析対象としてい

る個人ないし世帯の所得分布（所得階層別の個人

分布ないし世帯分布）のデータと分析対象として

いる税に関する税負担分布（所得階層別の税負担

額ないし税負担率）のデータとを得た後，それを，

どのように評価し，どのように要約するかという

ところで関わりをもつ。したがって，税制改革の

時だけでなく，一般に，所得階層別の税負担構造

を分析する際には，常に直面するテーマであると

いってよい。

以下の構成は次のとおり。第２節では，累進度

の概念を垂直的公平の観点から考察し，唯一絶対

の指標や計測法はないということを示す。第３節

では，税率の変化率や税の所得弾力'性で累進度を

測るという考え方の局所指標（localmeasure）

を３つ挙げる。それは，平均税率累進度（ARP)，

税負担累進度（TLP)，残余所得累進度（ＲＰ）

2．累進度と垂直的公平

累進税や逆進税の定義は単純かつ明解であり，

特に疑念が呈せられることはない。

いま，税負担能力（担税力）を表す指標（たと

えば課税標準となる所得）をＸこのＸの各値に

対応する税負担額をＴ＝Ｔ(Ｘ）とする。税率を担

税力指標の関数としてｔ＝ｔ(Ｘ）で表せば，

t＝ｔ(Ｘ）＝Ｚ/Ｘ＝ｔｏ、/Xb

このとき，担税力指標のＸが大きくなると，税
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率ｔ(Ｘ）が上昇するというのが累進税であり，Ｘ

が大きくなると，逆に税率ｔ(Ｘ）が減少するとい

うのが逆進説である。そして，税率ｔｏｏが一定

の水準で固定していれば，比例税である。Ｔとし

て何を対象とするか，また何をＸにとるかによっ

て多少事情の変わることがあるが，定義の基本は

すべてこれに帰着される。

累進・逆進・比例の３区分はこの定義に従えば

よく，疑問の生じる余地はない。それでは，累進

性の度合あるいは逆進性の度合はどのような概念

に基づいて，どのように定義されるのか。これに

ついては，いくつかの形式的な定義が提示されて

いる。ただし，累進度は如何なる概念に基づいて

定義されるべきかという点は，経済理論からの有

効な指針がないため，現状では不明確なままであ

る。

経済理論からの有効な指針が得られないという

事･情は，累進度を垂直的公平の度合に関連させて

考えると理解しやすい。ここでは，比較対照の意

味で，水平的公平の観点も取り上げることにし，

まず水平的公平について述べ、次に垂直的公平に

ついて述べることにする。

水平的公平と垂直的公平については良く知られ

ている。うるさいことを言わなければ次の如くに

なろう。担税力に基づく課税において，水平的公

平とは，担税力の等しい人は等しく負担すること

であり，垂直的公平とは，担税力の大きい人は多

く負担することである。

いま，世帯ベースを単位とした状況を対象にし

ているとし，各世帯の分析対象の税負担額と適切

な担税力指標のデータが得られたとしよう。この

2変数データを直交座標にプロットすれば，図ｌ

の如<になる。水平的公平は図を垂直方向（縦軸

方向）に眺めることに対応し，他方，垂直的公平

は図を水平方向（横軸方向）に眺めることに対応

する。これを説明しよう。

水平的公平の意味を考えれば，図１（a）にお

いて，データが横軸の小区間」Ｘで縦軸方向に広

く散らばるとき，この担税力の辺りでは水平的公

平からの乖離が大きい，と判定されることは直ち

に了解できるであろう。つまり，水平的公平は，

図を垂直方向に眺めて考察することに対応する。

そして，小区間』Ｘにおける水平的公平度（水

平的公平の程度）は，当該区間に含まれる世帯グ

ループの，税負担額の不平等度で計測することが

できる。もちろん，その不平等度の値が小さいほ

ど，水平的公平度は大きいことになる。

もし，担税力の全区間にわたる水平的公平度を

一つの数値で表現したければ，各小区間ごとの税

負担額の不平等度をウェイト付けして集計できる

不平等尺度を利用すればよい。具体的には，一般

化エントロピークラスの尺度がその候補として挙

げられよう。以上要するに，水平的公平度につい

ては，適切なデータさえ得られれば，概念的にも

実際の計測にも実質的には特に問題はない。

もう一方の垂直的公平については，次のように

考える（図１（b）を参照)。まず，担税力を小区

間に分割し，各小区間ごとの平均担税力と平均税

負担額を算出する。この平均を図にプロットし，

直線補完する。このようにして得られた平均税負

７ 7， ■。●

税
負
担

税
負
担

ｌ● 

０● 

灘 ●９ 

担税力Ｘ／’ 

(b） (a） 

図１水平的公平と垂直的公平
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担曲線の傾きがプラスになっていれば，１１で述べ

た意味で垂直的公平である。つまり，垂直的公平

は，平均１１１１線を水平方向（横軸方向）に眺めて湾

察することに対応する。

それでは，垂直的公平度（垂直的公平の程度）

はどのように考えたらよいのであろうか。垂直的

公平についてのこの記述では，平均税負担曲線の

傾きがilﾐならば飛直的公平，そうでなければ垂直

的公平でない，という二分法しか適川できない。

従来，垂直的公平の基準として均等犠牲ルールが

挙げられてきたが，均等犠牲ルールでは実証研究

に役立つような指針は導出できそうもない。要す

るに，垂直的公平度に関して，実際の計測に役立

つガイドラインは”標準的経済理論の道具箱の中

にはないということである。

累進度は，k§本的には垂直的公平度と関連する

概念であり，また実際，関連させて理解する力が

論点ははっきりする。ところが，現実には恥凹的

公平度については，頼るべき経済理論がない。結

局のところ，累進税，逆進税，比例税の疋義と同

様に形式的なものにならざるをえないということ

になるのである。

いっさい使わない。

真っ先に思い浮かぶのは，税率の変化率で累進

度を測るという考え方である。これは平均税率累

進度（averagerateprogression，ＡＲＰ）と呼ば

れる。微分を使えば，

…坐;芸２１－会(半）

÷(４１iニュー'(x))。
次に挙げられるのは，所得が１パーセント変化

したときの税負担額のパーセント変化で累進度を

測るという考え方である。これは税負担累進度

(liabilityprogression，TLP）と呼ばれる。微分

で表記すれば，

ＴLP＝１２２２.」Ｌ＝_Ｌ・処１２
．ＸＴ(ｘ）ｔ(ｘ）。ｘ・

この税負担累進度TLPは，税負担額７７の所得Ｘに

関する弾力性に他ならない。

もう一つは，（課税前）所得が１パーセント変

化したときの課税後所得のパーセント変化で累進

度を測るという考え方である。これは残余所得累

進度（residualincomeprogression，ＲﾉP）と呼

ばれる。微分で表せば，

RIP＝guL、エ
ｄＸＹ 

－(,一半)/(1-`(x))。
ただし，Ｙは課税後所得で，ｙ＝Ｘ－７Ｂ

この残余所得累進度R1Pは，課税後所得Ｙの（課

税前）所得Ｘに関する弾力性である。

これらはいずれも局所概念（微分）に基づいて

いて，所得Ｘの関数である。そのため，局所指標

(localmeasure）と総称される。なお，

ｄ２Ｔ(Ｘ)／ｄＸ２ 

で定義される指標で，限界税率累進度（marginal

rateprogression，MITP）と呼ばれるものもある

が，この論考に関してはあまり意味がないので，

これ以上触れない。

’MBP，TLP，RIPの間には次の関係式が成り立

つことは直ちに分かる。

』RP-\(TLP-D

3．局所指標

この節以降，用語を簡単にするために，前節の

担税力指標Ｘを課税前所得あるいは単に所得と呼

び，Ｘの関数としてみた税負担額Ｔ＝Ｔ(Ｘ）を租

税関数と呼ぶことにする。また，一般にＸ＞０と

し，考察対象のＸの範囲では，租税関数は，Ｔ(Ｘ）

＞０，Ｔ(Ｘ)＜Ｘそして，適当な同数だけ微分

可能であるとする。いうまでもなく，｜税率もＸの

関数である：

Ｚ＝ｔ(Ｘ）＝ＴＯＯ/Ｘ６ 

税率ｔ(ｘ）が所得ｘの（狭義）単調燗j川関数で

あるか，（狭義）単調減少関数であるか，定数で

あるかによって，その税制は累進税，逆進税，比

例税になるわけであった。そうすると，累進度な

いし逆進度は，税率ｔ＝ｔ（Ｘ）とか租税関数７＝

Ｔ(Ｘ）についての"変化率の類，，の概念で定義す

ればよいということになる｡なお，以下では，逆

進度はマイナスの累進度として扱われるので，用

語を累進度に統一する。逆進度という川語は今後
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（’一ｔ(ｘ))（，＿ＲＩＰ)。
Ｘ 

ＡＲＰは，その定義から分かるとおり，ＡＲＰ＞Ｏ

のとき累進税，ＡＲＰ＝Ｏのとき比例税，そして

ＡＲＰ＜０のとき逆進税であり，ＡＲＰの値が大き

いほど累進度は大きいとされる。ＴＹＬＰは，すぐ上

の式から分かるとおり，７１LP＞１のとき累進税，

TＬＰ＝ｌのとき比例税，そしてTLP＜ｌのとき逆

進税であり，７１LPの値が大きいほど累進度は大き

いとされる。最後のＲＩＰは，逆に，RIP＜ｌのと

き累進税，ＲﾉP＝１のとき比例税，そしてRIP＞ｌ

のとき逆進税であり，R1Pの値が小さいほど累進

度は大きいとされる。ＴLP，ＲﾉPともに弾力性で

あり，したがって無名数であって，その値がｌの

とき比例税であるというわけであるから，それぞ

れ，ＴＺＰ－Ｌｌ－Ｒ１Ｐとしておけば，値Ｏの比

例税を基準にして，その値が大きいほど累進度が

大きいという指標になる。

以上に述べた局所指標は，少なくとも何を測っ

ているかについては明確であり，租税関数Ｔ(Ｘ）

が特定化されれば，各所得水準Ｘの値に応じて，

それぞれの累進度を求めることができるｃ実証研

究の場合であれば，適切なデータが得られ，租税

関数Ｔ(Ｘ)がうまく推定されれば，あとはたと

えば，課税前所得分布の適当な各分位点における，

これら累進度の値を算出しておけばよいというこ

とになろう。

４．要約指標

累進税には所得分配を平等化する機能，つまり

所得再分配機能がある。課税前と課税後の所得分

布のローレンツ曲線を，それぞれLxとＬｙとすれ

ば，累進税の場合，図２（a）のようになり，課

税後の所得分布は課税前の所得分布より平等にな

る。

そうだとすれば，課税前と課税後の所得分布を

対比して，その不平等度の減少具合をみることで

累進度を測ることができるはずである。この考え

方に沿った指標としてよく知られているのは，不

平等尺度としてジニ係数を用いたものである。

課税前と課税後の所得分布のジニ係数を，それ

ぞれＧｖ，ｏｒで表せば，この指標のは次のように

定義される：

の＝Ｏｘ－Ｇｙ ＝，＿且
ｃｘｏｘ。

こののは，日本では特に再分配係数と呼ばれてい

る。

１１１分配係数ｄを導いた発想法をもう少し押し進

めると，次のような考え方に基づく指標も提示す

ることができる。

累進税のもとで所得分布が平等化するのは，税

負担額の分布が不平等だからである。つまり，累

進税は，課税前所得分布よりも不平等な税負担分

布を課すことによって，課税後所得分布を課税前

１ １ ／ 

' ' 

' ' 

' ' ' 

／ ／ ／ 

／ ／ ／ 

／ ／ ／ 

／ ／ ／ 

' ' ' 

／ ／ ／ 

／ 

／ 

’ 

/／Ｌ胱

／ 

／ 

’ 

/／Ｌ胱

／ 

／ 

’ 

/／Ｌ胱
ノノノ

' ' ' 

／ ／ ／ 

' ' ' 

瀬瀬瀬
／ ／ ／ 

／ ／ ／ 

／ ／ ／ 

／ ／ ／ 

／ ／ ／ 

' ' ' 

／ ／ ／ 

' ' ' 
' ' ' 

／ ／ ／ 

' ' ' 
' ' 

必必

０ ０ １ １ 

(a） (b） 

図２ローレンツ曲線
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所得分布より平等にする（図２（b）を参照)。し

たがって，税負担分布が課税前所得分布と較べて

どれだけ不平等になっているかをみることで累進

度を測ることができるはずである。この考え方に

従った指標を凡税負担分布のジニ係数をＧＴで

表せば，

スーｃｒ－Ｇ－２－，ｏ
ＯｘＧｘ 

比例税の場合,課税前と課税後の所得分布の不

平等度は同じであり，税負担分布の不平等は課税

前所得分布の不平等度と等しいはずである。そう

すると，比例税の場合，Ｇｘ＝ｏｒ＝Ｇ７が成立ち，

｡＝０，スー０となる。そして累進税のとき，｡

＞０，ス＞０となり，値が大きいほど累進度はよ

り大きいということになる。

この節で取り上げた以上の２つの指標の，スは

ともに，所得や税負担の分布が与えられれば，そ

れに対して1つの数値が定まるというタイプになっ

ている。そのため，このタイプの指標は総称して，

要約指標（summarymeasure）または大域指標

(globalmeasure）と呼ばれている。

不平等度の変化に基礎を置くこの種の要約指標

は一応もっともらしい。そのため，特に再分配係

数○は，実証研究では結果を要約して評価する指

標としてよく使われる。「白書」の類でも使われ

るほどである。ところが，この種の指標には，基

本的な点で重大な欠陥がある。以下それを列挙し

よう。

まず第一は，この種の指標は無数に作ることが

できて，特に上述の指標ｄやスでなければならな

いという根拠はない，という点である。ジニ係数

はポピュラーではあるが，あくまでも無数にある

不平等尺度の一つにすぎない。そして，ジニ係数

を他の不平等尺度に置き換えていけないという理

由はない。遺憾ながら，これまでのところ，なぜ

指標の（やス）が選ばれるかについては，ほとん

ど議論がなされていないのである。

第二に，この種の要約指標は，いずれも租税関

数を意識して提案されたものではないので，租税

関数との関係がはっきりせず，そのために第３節

で取り上げた局所指標との関連がつかない，とい

う欠陥を有する。つまり，不平等度の変化に基づ

いて定義されているために，いかなる意味の累進

度を測っているのかという点がかえって不明確に

なっているわけである。

第三は，不平等尺度であるジニ係数の比率をとっ

て比較することに意味があるのか，という点であ

る。これは，ジニ係数の値が半分になったから不

平等度は半分に減少したと言って構わないのか，

ということで，測定のレベルにかかわる問題であ

る。

通常，ジニ係数で不平等度を計測して比較する

場合，その計測値の大小によって不平等度を順序

づけるというやり方で，ジニ係数を利用する。つ

まり，ジニ係数を順序尺度（ordinalscale）とし

て使っているわけである。ところが，上の指標の

｡やスはジニ係数の比率をとってその値を比較し

ている。ジニ係数で測った不平等度について，そ

れが２倍であるとか，１／２であるとか言うこと

が意味をもち，比率尺度（ratioscale）とみなし

てよいのであれば問題はない。しかし，不平等度

を間隔尺度（intervalscale）や比率尺度として

意味づけるにはかなりの無理が伴う。したがって，

たとえば再分配係数のを使ったこれまでの実証研

究の結果は，根拠のない計測から得られた結果と

断定されても反論のしょうがない状況にあるので

ある。

5．ジニ係数とローレンツ曲線

ジニ係数は様々な形の式で表現することができ

る。ここでは，ジニ係数を相対平均差として定義

することから始め，平均差が共分散の形式で表現

できるということを示す。その後でローレンツ曲

線について解説し，ローレンツ曲線とジニ係数と

の関係について述べる。

課税前の所得分布（課税前所得の世帯分布ない

し個人分布）が，相対度数の形式にグループ分け

されたデータとして，次で与えられたとする。

ＩｌｉＷ鬘)蔓|獺Ｉｉｉｊｉ}:!；:}：
このデータは，課税前所得を標識にして階層化

(グループ分け）してあるから，当然ながらＯ＜

Ｘ１＜Ｘ２＜…＜Ｘｊ＜…＜Ｘ偏である。

累積相対度数は
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Ｒ＝/i＋β＋…＋(，ｉ＝０，１，…，〃

だだし，八＝０，凡＝１

であり，平均所得は元＝ｚｘＸ/iである。なお，グ

ループ分けされていないナマのデータの場合は，

パー１/)０，ｊ＝１，２，…，〃

とすればよい。ついでにいえば，この節のＸを所

得と呼んでいるが，これは便宜上の呼称である。

実際はどんな（非負の）変数でもかまわない。

ジニ係数（丁寧にいえば，ジニの集中係数）は，

平均差と平均の２倍との比率として定義される。

ジニ係数を０，平均差を△で表せば，

△ 

Ｇ＝了う了。
ここで言う平均差△は，すべての対（ｘｉ，ｘ>)，

i，ノー１，２，…，’zの距離｜ｘｉ－ｘ>｜の平均で

ある：

①△＝ｚｉｚｊｌｘｊ－ｘ)｜/j（。

平均差△は次の形に書き表すことができる：

②△＝２２（Ｅ＋Ｒ-1）(ｘｌ－ｘＭｏ 

つまり，平均差△は所得Ｘと所得の累積相対度数

から作られる数（Ｅ＋Ｅ－，）との共分散の２倍に

等しい。

ジニ係数Ｇ＝（△/2ｒ）は，この②式を使うと

③Ｇ＝Ｚ（凪十Fi-,）（(xl／ｒ）－１Ｍ

なる形に書き表される。

平均差の定義①の特徴は，分散などの散らばり

の尺度と異なって，基準値からの偏差形式をとら

ないという点にあるということが時に強調して述

べられる。しかし，②式によれば，所得はその平

均からの偏差（Ｘｌ－ｒ)で測られるという形になっ

ている。したがって，基準値からの偏差形式をと

らない点を，平均差の特徴として挙げるのは，一

面的な見方といわざるを得ない。

ナマのデータの場合，Ｒ＝j/hであるから，②

式は

△-,ｪ(÷+÷)(刷昨上〃
＝-Ｌｚ(i/h)(ｘｌ－ｒ） 

〃

となる。つまり，平均差は所得Xlと相対lllH位（累

積相対度数）ｊ/hとの共分散の４倍に等しい。

平均差の定義の①式から②式を導出する計算は

次のとおりである。

△＝２Ｚ（Xl-JC)ﾊﾟﾊﾟ 
i訂

n Ｊ几

＝２［ｚＸｆ(z()－２ＪＭ(i/))］ 
ｉ＝Ｉノー’ノ左】ｉ－ノ

ＰＲ 、

==２［ＺＸ(Ｆｉ－ＺＸＸ/;（l-F1i-，）］ 
ｉ=ｌ ノーＩ

、

＝２ＺＸｌパ(Ｒ＋Ｆ１－，－１）
ｉ=Ｉ 

、

＝２［Ｚ（F1i＋F1i-I）Ｘ)パー元］
Ｉ=】

ここで

④Ｚ（Ri＋Ｆｉ－ｌ)バ

ーＺ（Ｒ＋Ｒ-1）(Ｒ－Ｅ－,）

＝ｚ(Ff-R11)＝Ff-F； 

＝１ 

であることに留意すると，

△=2E(Fi＋F}-,)(X}一元Ｍ

すなわち，②式を得た。

さて，ローレンツ曲線の方へ話を移そう。第ｉ

番目の階級の所得シェアをａで表す：

ｓｉ＝（Ｘ（)/了，ｉ＝１，２，…，n．

累積所得シェアは

Ｓｉ＝ｓ,＋s2＋…＋ｓｉ，ｊ＝０，１，…，几

ただし，８｡＝０，８１＝l

である。

このとき，ローレンツ曲線Ｌは几＋１個の累積

和の座標点(Ｅ，Ｓ）を，ｊ＝０，ｊ＝１，…，ｉ＝〃

の順序に逐次直線補完した曲線として定義される

(図３（a）を参照)。FVC＝so＝０，凡＝Ｓｍ＝１，

そして０＜Ｘ,＜Ｘ２＜…＜Xhであるから，ローレ

ンツ曲線は点（0,0）と（1,1）を結ぶ，下に凸

で単調増加の曲線になる。

ローレンツ曲線による格差・不平等度の比較の

意味を分かりやすく説明するために，今度は上か

らの累積和のグラフＬｄを考える。このＬｄは座標

点（１－R-i，１－Sm-i）をj＝０，t＝１，…,ｉ＝

几の順序に遂次直線補完した曲線であって，点

(0,0）と点（１，１）を結ぶ，上に凸の右上がりの

曲線になる（図３（a）を参照)。この曲線L`は，

先のローレンツ曲線Lを，点（0.5,0.5）を中心

にして180度回転したものであって，これもまた

ローレンツ曲線である。

図３（b）に記入してあるＱ１，Ｑ２は，それぞれ
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１ １ 
〃〃〃

Ｌｄ Ｌｄ Ｌｄ グググ

ムムム
夕夕夕

' ' ' 

』』』
' ' ' 

グググ

グググ

グググ

l-a-i 
Q２ ゲゲゲ

グググ

グググ

Ｉ．｣' 
１．．，１ 
．．〔Ｉ

Ｉ．｣' 
１．．，１ 
．．〔Ｉ

Ｉ．｣' 
１．．，１ 
．．〔Ｉ

夕夕夕

夕夕夕

１，.' 
''１ 

１，.' 
''１ 

１，.' 
''１ Ｌ Ｌ Ｌ 

Ｌ Ｌ Ｌ 

「グ
ゲ

タ

ーー輿ニーーーー
タ

グ＝

「グ
ゲ

タ

ーー輿ニーーーー
タ

グ＝

「グ
ゲ

タ

ーー輿ニーーーー
タ

グ＝
Ｑ】

Ｓ 
一一一一■■'■■■■ 二̄一一一一■■'■■■■ 二̄一一一一■■'■■■■ 二̄

Ｐ 

（b） 

０ １ １ 凪１－F１，－ｊ

（a） 

０ 

図３ローレンツ曲線

・下位からlOOP％までの階層の所得シェア

が100Ｇ％

．-ｔ位から100Ｐ％までの階層の所得シェア

が100Ｑ2％

を意味する。したがって，上位階層の占める所得

シェアが大きいほど，そして下位階層の占める所

得シェアが小さいほど，２つのローレンツ曲線Ｌ

とL`とで囲まれた凸レンズ状の部分は厚くふく

らむ。よって，ローレンツ曲線で所得分布の格差

が拡大したとか不平等度が大きくなったというの

(よ，「どのパーセント点（分位点）においても，

その点より上位階層の占める所得シェアがより大

きくなった｣，あるいは同じことであるが，「どの

パーセント点（分位点）においても，その点より

下位階層の占める所得シェアがより小さくなった」

という基準で判定していることになる。

ところで，直ちに分かることであるが，比較す

るローレンツ曲線が交差する場合は，この基準で

判定できない。図４（a）のケースでは，低所得

層はLAの方が不平等，反対に高所得層はLDの方

１ １ 
夕夕

〃〃

動
［
功一
１
 

Ｐ Ｐ 

ググ

夕夕

L、L、

Ｈ
ｆ
 

〃〃

夕夕

戸
動
＆

ＬＡ ＬＡ ＬＡ 

０ １ ０ Ｒ－ｌＦｌｌ－Ｅ１－Ｆ>－， 

（b） 

１ 

(a） 

図４ローレンツ曲線とジニ係数
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が不平等ということで，分布全体としてしてはど

ちらが不平等であるかは判定できない。一般に，

分布の部分毎に判定が異なるケースでは，分布全

体を合理的な基準で判定するのには困難が伴うの

である。

このようなローレンツ曲線の交差という問題は

あるものの，図３の凸レンズ状の部分の面積をもっ

て一つの格差・不平等度の尺度とすることが考え

られる。この面積は，実はジニ係数に等しい。そ

れを確認しておこう。

図４（b）に記入してあるような台形Ｂｉ，Ｃﾉを

念頭において，凸レンズ状の面積Ａを計算すると

Ａ＝_Ｌｆ(R+Ｒ-1)s： 
２ｊ雲ｌ

ｌｎ 
－－Ｚ（２－ＥＩ－ｊ－Ｒ１－ｉ－,）８雁_‘

２ｉ＝’ 

＝上ｉ(R+Ｅ-1)s‘
２１－１ 

－－上士（２－F)＿Fli-1)s'
２ノー’

＝２（Fi＋１，－１）ｓｊ－１ｏ 

④式2（凪十Ｒ-,Ｍ=1を使うと

Ａ＝Ｚ（Ｒ＋Ｒ-1）（sd-人）

＝Ｚ（Ri＋Ｒ_,）（(Ｘｉ／え）－１Ｍ゜

これは③式のＧに等しい。

最後に，ローレンツ曲線における④式の意味に

ついて触れておこう。（Ｒ＋Fi-IMは，図４（b）

の台形Diの面積の２倍を表す。したがって，④

式の左辺は完全均等線（45度線）より上の直角２

等辺三角形の面積1／２の２倍，すなわち’にな

る。あるいは，（F}＋E-j)（を，ｓｉ＝（のときの

台形Biの面積の２倍と考えてもよい。

このデータは課税前所得を標識にして階層化し

たものであるから，租税負担額の階級平均値７，

は，必ずしも昇順にはならない。たとえば，逆進

税の場合，逆に降||頂Ｔｌ≧Ｔ２≧…≧Ｔｉ≧…≧Ｔ,’に

なる可能性が高いであろう。つまり，Ｔｌ≦Ｔ２≦…

≦Ｔｉ≦…≦Ｔ鰍は必ずしも成立しない。なお，Ｔ‘

≧０，７，≦Ｘｉ，ｊ＝１，２，…，〃としておくが，

この条件は数理的には必須のものでない。

課税後所得の階級平均値Ylは，ＹＨ＝Ｘｉ－ｍ，ｉ＝

１，２，…,〃で与えられる。このＹｉも昇順になる

とは限らない。

このデータにたいする課税前所得Ｘ税負担額

Ｚ課税後所得Ｙの平均を，それぞれ，Ｘ，Ｔ，Ｙで

表すと，明らかにＸ＝Ｔ＋Ｙである。そして，Ｘ，

ＺＹの累積シェアを，それぞれ，Ｓｘ(･)，Ｓ“(･）

8,..ｘ(･）で表すと，ｉ＝０，１，…,几に対して，

Ｓｆ（ｉ）＝（Xl/１＋Ｘｉ/2＋…＋Ｘ/;)／Ｘ 

ＢＴ.ｘ（ｊ）＝（Tl/,＋、ハ＋…＋Ｔｉ（)／Ｔ

Ｓｙ・ｘ（j）＝（Yｉｆ＋Ｙｈ/2＋…＋Ｙ)/a／Ｙ

である。ただし，Ｓｘ（Ｏ）＝S『・ｘ（０）＝Sy.ｘ(0）＝

０，Ｓｘ（几）＝S『・蕊（〃）＝Sγ・ｘ（〃）＝１゜

これら3つの累積シェアの間には次の関係が成

り立つ：

Ｘ・Ｓｘ（ｉ）＝Ｔ・Ｓ7.J(（i）＋了・Ｓｙ・ｘ（i)，

ｉ＝０，１，…，几。

課税前所得のローレンツ曲線Lx，税負担額の

ローレンツ曲線L7.Ｋ，課税後所得のローレンツ曲

線Ly.xは，それぞれ次の座標点を逐次直線補完

したものである。

Ｌｘ；（Ri，Ｓｘ（j))，ｉ＝０，１，…,〃

Ｌ７．ｘ；（Ｒ，Ｓｧ.ｘ（ｉ))，ｊ＝０，１，…,几

Ｌｙ.ｘ；（凡Ｓｙ・ｘ（ｊ))，ｉ＝０，１，…,〃

これらは，いずれも点（０，０）と点（１，１）を

結ぶ曲線であるが，Ｌ丁.ｘ，Ｌｙ.xは下に凸となる

とは限らない。ここでのデータは課税前所得で階

層化しているので，税負担額と課税後所得の階級

(平均）値については昇順性が保証されないから

である。そのため，ＬＴ.ｘ，Ｌｙ.xなどを，本来の

ローレンツ曲線と区別して集中曲線（concen‐

trationcurve）と呼ぶこともある。ただし，こ

の論考では，記号の上では階層化した変数を「・

の後の添字」で示すことによって区別するが，名

称の区別はせず，すべてローレンツ曲線と呼ぶこ

6．指標①と指標スとの関係

課税前所得を標識にして階層化した第５節のデー

タに，税負担額の階級平均値の情報が追加された

としよう。このとき，全体のデータは次の形式に

なる。

Iiii得辮欝埼鬮……`x"…,恐
慰税の,精…鱸|紬Ｉｉｉ:！;:::！；：
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とにするｃ

ジニ係数の方に移ろう。課税前所得のジニ係数

をＣｘ，税負担額のジニ係数を０丁.x，そして課税

後所得のジニ係数をＯｙ.xで表すと，第５節で述

べた議論が適用できて，③式より，

Ｇｘ＝Ｚ（尺十尺-,）（(Ｘ／Ｘ）－１Ｍ

⑤０丁.x=Ｚ（Ｒ十F1,-,）（(71／7)-lM

Gy.x=Z(R+Ｒ－ｌ)（(Y}/了)-1Ｍ

である。先ほどの集中曲線に対応させて，Ｇ７.x，

Ｇｙ.xを集中指数（concentrationindex）と呼ぶ

ことがあるが，ここでは特に区別しないで，すべ

てジニ係数と呼ぶことにする。これら３つのジニ

係数の間には次の関係が成り立つ：

Ｘ・Ｇｘ＝77.0『.ｘ＋Ｙ・Ｇｙ.ｘ・

両辺をｒ・Ｇｖで割ると

⑥１＝（T／Ｘ）（Ｇ７.x/CJV） 

十（了／え）（＆.x/Cx)。

第４節で取り上げた２つの要約指標の，スはこ

こでのデータの場合，それぞれ，

の＝１－(Ｏｙ.x／Ｇ)，入＝(ＯＴ・穂／iOx)－１

であるから，⑥式に代入して整理すると，

⑦入＝(了／了)｡。＝((7／ｒ)－１－１）･‘

を得る。

、／Ｘ＝（２ｍＡ)/(ＺＸｌ（）は分布全体の税負

担率を表すので，⑦式より次のことが分かる。全

体としての税負担率が等しい税制の累進度を比較

する場合には，入と再分配係数のは実質的には同

じ指標とみなしてよい。しかしながら，全体とし

ての税負担率が等しくない税制の累進度を比較す

る場合には，スとめとでは判定が食い違う

ことがある。たとえば，のの値が大きくなっても，

(77／元)-1の値が小さく（全体の税負担率了う／ｒが

大きく）なれば，スの値は小さくなる可能性があ

るからである。

いて推定することを考える。操作変数法を適用す

ると，６，αの推定値は

⑧丁=:差三二差三二十
ZZXm-7M 

ZZI(Ｘ－ｒＭ 
分＝７－６え

ただし，Ｚ，（j＝１，２，…,几）は操作変数で，

Ｚはその平均

で与えられる。ここで，操作変数を，Ｚ＝Ｘｉと選

べば，最小目乗法に帰着することはいうまでもな

い。なお，操作変数法に関してはJohnston

(1984）を参照されたい。

また，

⑨，一花)＝ｚｚ[(ｘ－ｘ）－（、－７)Ｍ
ｚｊＺ(Ｘ－ｒＭ 

ＺＺＸＹ)－７Ｍ 

ｚＺ(Ｘ－ｒＭ 

が成り立つから，課税後所得Ｙを課税前所得Ｘの

１次関数と想定して，直接推定しても結果は同じ

である。

ここで，推定された線形租税関数Ｔ＝ａ＋Ｆｘ

が平均の点（え，了）を通ることに留意すると，

平均における税負担の（課税前）所得に関する弾

力性Ｅ７．xは

⑩どT・穂＝６．(ｒ／7）＝６．(7／X)－１

で，平均における課税後所得の（課税前）所得に

関する弾力性Ｅｒ.xは

⑪Ｅｙ.x＝（ｌ－Ｔ)･(ｒ／７） 

＝（１－６)･(７／ｒ)－１ 

で与えられる。

さてここで，ジニ係数の比Ｇ７..x／CxとＧｙ.x/Ｃｘ

に戻ろう。この２つの比は弾力性に等しい。実際，

以下のとおりである。

⑤式より，これらの比は次で表される。

（i;？；縣芸畏三砦･〃）
芳姜鵲三|}豊三豊会()ｗ）

この２つの式と⑧～⑪式とを対比して，操作変数

Ｚを

Ｚ＝Ｒ＋Ｒ-,,ｊ＝１，２，…，〃

とすれば，

７．指標スと指標のの解釈

スとめは，租税関数が直線で近似できる場合，

それぞれ，税負担累進度，残余所得累進度として

解釈できる。

いま，線形租税関数Ｔ＝α＋ｂＸを想定する。課

税後所得はＹ＝Ｘ－Ｔ＝－α＋（１－６)Ｘである。

この線形租税関数を第６節のタイプのデータを川
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ど丁.x＝（Ｇ７.」値/Gr)，ｅγ､x＝（ｏｒ.】`/Ｇｖ）

を得る。

これより，

スーご「.ｘ－１，

①＝ｌ－ｅｙ､蕊。

つまり次のとおり。要約指標スは，操作変数法で

線形租税関数を推定したときの，平均まわりの局

所指標ZZP-1（税負担累進度－１）と解釈する

ことができる。再分配係数○は，操作変数法で線

形租税関数を推定したときの，平均まわりの局所

指標１－Ｒ１Ｐ（１－残余所得累進度）と解釈する

ことができる。

（この論考は平成元年度法政大学特別研究助成金

を得てまとめたものである｡）
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